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研究要旨 

平成 30 年度より我が国では新たに肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

が創設されたが、利用者数は佐賀県を含めて全国的に伸び悩んでいる。本研究ではその要因を明

らかにし、対策を検討した。 

本制度の利用が進んでいる医療機関にヒアリング調査を行ない、その要因を検討した。それぞ

れの医療機関で独自に医事担当職員・肝疾患センター事務員・医師がそれぞれ「誰が・何をする

か」を明確にした役割分担と連携を行なっていた。また、佐賀県内の主な肝疾患専門医療機関に

対して、2017 年４月から 2018 年 3 月までの１年間に事業の対象となる可能性がある患者数を調

査したところ、１年間で 1 月以上肝がん・重度肝硬変の治療で入院した患者のうち、制度の対象

となる患者数は 9.3%以下であった。 

調査結果は厚生労働省から全国の拠点病院に共有され、佐賀県内の肝疾患専門医療機関へも共

有した。また、少ないながらも一定数存在する対象者を、漏れなく制度の利用につなげるために、

患者への制度の周知、医事担当職員の入院記録票作成業務の軽減、指定医療機関同士の連携など

を目的として、佐賀県の指定医療機関間で運用するポイントカードを作成した。令和２年度はこ

のポイントカードを試験運用し、効果検証を行う予定である。 

 

A．研究目的 

平成 30 年 12 月より我が国では新たに肝炎

ウイルスによる肝がん・重度肝硬変治療研究促

進事業が開始されることとなったが、対象患者

の認定基準や医療費の支援が実施されるにあ

たり複数の要件が存在することから、実際の運

用にあたっては人的資源や担当者の経験・知識

等の多寡等の理由によって、都道府県ごとに受

け入れ体制の整備にばらつきが生じる懸念が

あった。 

本研究では、平成 30 年度にまずは佐賀県の

担当者や保健所職員、拠点病院や肝疾患専門医

療機関の医師・看護師・事務職員、また肝炎医

療コーディネーター等へ事業内容を説明し、事

業の開始および利活用の促進に必要な情報や

疑問点、関連文書や資材（マニュアルやポスタ

ー等）に関する意見を聴取した。得られた知見

をもとに、厚生労働省健康局肝炎対策推進室と

の検討会を複数回実施し、事業の要綱、実務上

の取扱い、事業の運営マニュアル等の作成およ

び修正作業に協力した。結果、事業は平成 30

年 12月から予定通り開始することができた。 

しかしながら、本制度の利用者数は佐賀県を

含めて全国的に伸び悩んでいるため、今年度は、
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全国のなかでも特に制度の利用が進んでいる

医療機関や行政機関の担当者にヒアリング調

査を行ない、全国で参考となるような運用方法

や利活用の促進因子について調査した。また、

本制度の対象者となり得る患者数や、どの条件

によって対象者が減少するのかといった実態

を把握するために、佐賀県内の肝疾患専門医療

機関の協力を得てパイロット調査を行った。 

 

B．研究方法 

調査１）制度の利用が進んでいる医療機関や行

政機関へのヒアリング調査 

【調査対象】 

長崎みなとメディカルセンター、福井県済生

会病院、大分大学医学部附属病院および大分医

療センターに所属する肝臓専門医や看護師、レ

セプト業務を担当する医事課職員や肝疾患相

談支援センター相談員、医療ソーシャルワーカ

ー。 

【質問内容】 

・誰がどうやって、対象となる患者を最初に

抽出するのか？ 

 ・誰がいつ、制度の説明を行うのか？  

 ・入院記録票の運用についての問題点は？  

・どのように制度を改善すると、さらに利用

者が増えると感じるか？ 

等について対面形式の質問法で調査を行っ

た。 

 

調査２）制度の対象となる患者数等を推計する

ための佐賀県でのパイロット調査 

【調査対象】 

佐賀県内の肝がん・重度肝硬変の入院診療を

実施する主な医療機関のうち、研究に協力が得

られた次の７施設（佐賀大学医学部附属病院、

佐賀県医療センター好生館、国立病院機構嬉野

医療センター、社会福祉法人恩賜財団済生会唐

津病院、日本赤十字社唐津赤十字病院、伊万里

有田共立病院、医療法人ロコメディカル江口病

院） 

【調査内容】 

 B 型・C 型肝炎由来の肝がん・重度肝硬変の

患者で、2017 年 4 月から 2018年 3月までに調

査対象機関で 1月以上肝がん・重度肝硬変に関

連する入院診療を行った患者を抽出し、次の条

件ごとに該当患者数を集計した。 

 入院診療月数別（1 月以上、2 月以上、3 月

以上、4 月以上）患者数。更に 4月以上の患者

について、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事

業の利用条件である、①高額療養費算定基準額

を超えること、②世帯年収が約 370 万以下であ

ること、③生活保護を受けていないこと、④身

体障害者手帳を利用していないこと、について、

番号の順に全て満たしている患者数を集計し

た。 

 

C．研究結果 

調査１） 

 福井済生会病院では、まず制度運用のための

flow sheet を作成し、スタッフ間で共有してい

た。電子カルテ（NEC 社製、Mega Oak）サー

バから、当日入院中または入院予定で同事業に

関連する肝疾患対象病名と入院回数がついて

いる患者リストを、Microsoft Access を用いて

自動抽出し、毎日、各病棟付きの医事課スタッ

フへ渡すようにした。各病棟付き医事課スタッ

フは病棟のレセプトコンピュータ及び電子カ

ルテで、リストアップされた患者が本事業該当

するか、（１）所得区分、（２）入院歴、（３）

対象入院医療の該当回数、（４）B・C 型肝炎で

あるかどうか、などを確認する。制度に該当す

る可能性がある場合、よろず相談外来の 肝炎

医療コーディネーターへ PHS で連絡する。肝

炎医療コーディネーターは、同院オリジナルの

「肝がん助成 申請～認定 業務チェックシ

ート」を作成し、多職種での連携での時系列チ

ェックパス（捺印入り）の運用を開始する。ま

た、患者及び家族に制度を説明する。 

大分医療センターでは、消化器内科入院担当

の医事課職員がレセプトコンピュータから入
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院病名と所得区分を条件に対象患者を抽出し、

入院ごとに手作業でエクセルファイルに記録

する。3 回目の入院となった時点で患者に説明

を行っていた。事務担当者個人に大変な作業負

担が発生しており、他の医療機関へは薦めない

との意見であった。 

大分大学医学部附属病院では、医事課担当職

員が業務分担のフローチャートを作成し、11

月に関連部署向けに説明会を開催して共有し

ていた。医事課担当職員が、患者が入院手続き

を行う際に制度の対象となるか聞き取りをし

てピックアップしていた。制度の説明は、医事

課職員かメディカルソーシャルワーカーが行

うが、詳細な説明が必要な場合には肝疾患相談

支援センターの相談員が対応していた。 

 長崎みなとメディカルセンターでは、マニュ

アルの作成や共有、制度に関するポスター掲示

などは行われておらず、患者が自発的に制度を

申請していた。この施設で制度を利用した患者

の特徴として、内視鏡的食道静脈瘤結紮術

（EVL）、その後に食道静脈瘤破裂に EVL、予

防的 EVL、肝癌再発、門脈圧亢進症と血小板減

少症に対する部分的脾塞栓術（PSE）など短期

間に複数の入院治療が行われていた。また、病

院の特徴として、静脈瘤の治療の他にも肝がん

に対する放射線治療やカテーテル治療も積極

的に行われており、比較的短期間に頻回に入院

する患者が多いことが挙げられた。 

 各施設のスタッフから聴取した本制度に関

する意見については、肝臓専門医が感じる問題

点としては、 

 ・1年以内に 4 月以上入院する患者がほとん

ど存在していないと認識していること 

 ・患者の世帯年収がわからないこと 

 ・以上から医師では対象患者が把握できない、

把握する方法がよく分からない 

が挙げられた。 

医事課職員が感じる問題点としては、 

・事務担当者はレセプト情報に登録される

保険病名から判断するが、医療カルテの内容に 

ついては判断できない。肝がんや肝硬変の

病名は概ね登録されているが、B・C 型肝炎 

ウイルスに関する病名は入院治療に直接

関係がない場合に登録されないことがあるの 

で、その場合は判断できない。 

・入院記録票の作成が煩雑で難しいうえに、

1 月目から作成しても 4 月目まで到達しない 

患者が多いため、無駄も多いと感じている

こと 

・身体障害者手帳は患者本人と市町村でや

りとりされるため、利用状況については医療機 

関側では把握していないこと 

・県内の指定医療機関が少ないため、紹介や

転院があった場合には調整が難しいこと 

が挙げられた。 

 

調査２） 

1 月以上入院治療を行った患者数は、肝がん

385 人、重度肝硬変 108 人、肝がん・重度肝硬

変のいずれか 493 人(100%)であった。このう

ち、4 月以上肝がん・重度肝硬変の入院治療を

行った患者数は、75 人(15.2%)であった。さら

に高額療養費制度に該当するのは 59人(12.0%)、

世帯年収が 370万以下は 55 人(11.2%)、生活保

護制度を利用していないのは 46 人（9.3%）で

あった。身体障害者手帳の利用者数は今回の調

査では不明であった。これは、身体障害者手帳

による医療費補助については患者本人と市町

村の間で手続きがされ、患者が医療機関へ報告

する必要性がないことから、医療機関側ではほ

ぼ把握されていなかったためである。 
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D．考察 

制度の申請や利用が進んでいる医療機関で

は、レセプト業務を担当する医事課職員が病名

や所得区分から対象となる患者を抽出し、肝疾

患相談支援センター相談員や医療ソーシャル

ワーカーなどのコメディカルが制度の説明や

申請の補助を行なっていた。病院毎に独自のマ

ニュアルや作業フローのチェックシートを作

成し事前の勉強会等で共有し、自分が「何を・

どうするか」について明確に役割分担した上で

スタッフ同士での連携がとれていた。これらの

調査結果は、優良事例として厚生労働省へ報告

し、令和元年度第一回肝疾患診療連携拠点病院

間連絡協議会でも参考とすべき優良事例とし

て紹介された。 

佐賀県でのパイロット調査では、12 月以内

に 1 月以上入院した患者数を 100％とした際、

入院回数や高額療養費制度の該当の有無など

の要件が重なるにつれて、制度の対象となりう

る患者数が漸減し、最終的には各種要件に合致

する患者数 9.3%以下であることが判明した。

ただし、身体障害者手帳の利用の有無について

は、医療機関ではほぼ把握できないことから、

実際の制度の対象者はさらに少ないと考えら

れる。 

今回の調査から、制度の対象者は少ないなが

らも一定数存在することが推測されたため、佐

賀県では対象者を漏れなく制度利用につなげ

るために、指定医療機関で運用する肝がん重度

肝硬変治療研究促進事業のスタンプカードを

作成した（図２）。これを配布することでまず

は患者自身がこの制度を知り、病院で提示する

ことで医療機関側も対象患者であることを容

易に把握することができる。また煩雑な入院記

録票の作成業務に換えて、肝がん・重度肝硬変

の治療の入院であればその都度スタンプが押

される。スタンプが３個以上になった場合に制

度を申請できる可能性があるため、そこから条

件を確認し入院記録票の作成等を行うことに

している。 

令和２年度は佐賀県でこのスタンプカード

を試験運用し効果検証を実施する予定である。 

 

 

 

（図２）スタンプカード 

 

 

E．結論 

 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の利用

が進んでいる医療機関へのヒアリング調査に

よりその要因を明らかにし、優良事例として全

国展開を行った。次年度は佐賀県でのポイント

カードの運用結果について検証する。 

 

F．健康危険情報 
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なし 

 

G．研究発表 

１）論文発表：なし 

２）学会発表：なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１）特許取得：なし 

２）実用新案登録：なし 

３）その他：なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


